
 資材価格等の高騰に伴う

 スライド条項の適用について

対象

受注者
の負担

　　　　YES

　ＮＯ

工事の契約締結後に賃金水準または物価水準が変動し、その変動額が一定割合を超えた場合、建設工
事請負契約書第25条(スライド条項)に基づき、請負代金額の変更を請求することができます。

全体スライド 単品スライド インフレスライド
建設工事請負契約約款

第25条第１項から第４項
建設工事請負契約約款

第25条第５項
建設工事請負契約約款

第25条第６項

制度の概要

 工期が１年以上の大規模工事を
 対象とした、比較的緩やかな価格
 水準の変動に対応する中間修正的
 な措置

 特定の材料価格の急激な変動
 に対応する精算的な措置

 急激な価格水準の変動に対応す
 る、主に労務単価の改定を反
 映させるための中間修正的な
 措置

 工期が12ヶ月を超える工事 すべての工事 すべての工事

 ただし、基準日以降、残工期が
 2ヶ月以上ある工事

 ただし、基準日以降、残工期が
 2ヶ月以上ある工事

 ただし、基準日以降、残工期が
 2ヶ月以上ある工事

 請負契約締結の日から12ヶ月経過
 した基準日以降の残工事量に対す
 る資材、労務単価等

 部分払いを行った出来形部分
 を除く特定の資材（鋼材類、
 燃料油類等）

 契約日以降に労務単価の改定が
 なされた日以降の基準日以降の
 残工事量に対する資材、労務
 単価等

 残工事費の1.5％  対象工事費の1.0％  残工事費の1.0％

 可能  なし  可能
 （全体スライド又はインフレスラ
 イド適用後、12ヶ月経過後に適用
 可能）

 （部分払いを行った出来形部分
 を除いた工期内全ての資材を対
 象に、精算変更契約後にスライ
 ド額を算出するため、再スライ
 ドの必要がない）

 （本運用に基づき、賃金水準の
 変更がなされる都度、適用可
 能）

スライド条項の適用判断フロー

 工事材料の変動分のみ
 を請求

 労務費及び工事材料の
 変動分を請求 ※1

単品スライド
契約締結日以降に
労務単価の改定

全体スライド

項　目

適用工事

請
負
額
変
更

再ｽﾗｲﾄﾞ

ＮＯ
工期末まで2ヶ月以上ある 対象外

　 YES  YES

 YES・NO

インフレスライド
契約締結日から

12ヶ月経過

 YES

　※ 本フローはスライド条項の概略です。
　　 各スライド条項の詳細は、HP掲載通知資料
　　（運用基準等）をご確認ください。

  ※1：インフレスライド及び全体スラ
　　　 イドは「残工事部分」だけがス
　　    ライド額算出の対象



ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞの対象 対象外

単品スライドの対象 対象外

ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞの対象 対象外

■単品スライドの適用に先立ち，全体もしくはインフレスライドを適用する

➣ インフレスライド額(B1)は、69,000,000円（= 70,000,000 - 1,000,000）

■全体もしくはインフレスライド適用後，単品スライドを適用する

➣ 単品スライド額(a2)は、20,000,000円（= 20,000,000 - 1,690,000）

  ∴単品スライド額 ＝  a1   ＋   a2

単品スライド インフレスライド

インフレスライド額(下図の赤斜線部)

　　　＝残工事に対する変動前後の差額(A)

―変動前残工事額(B)✕1.0%

単品スライド額(下図の赤斜線部)

＝主要材料の変動額(A)―変動前残工事額(C)✕1.0%

《参考》スライド条項の併用

全体もしくはｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞと単品ｽﾗｲﾄﾞを併用する場合

全体スライド

全体スライド額(下図の赤斜線部)

　　　＝残工事に対する変動前後の差額(A)

―変動前残工事額(B)✕1.5%

○工事材料の品目類毎(鋼材類、燃料油等)の変動額がそれ
　ぞれ対象工事額の1.0%を超える場合に請求可能です。 ○契約日以降に労務単価の改定があり、かつ労務費と工事材料

　の変動額が対象工事額1.0%を超える場合に請求可能です。

○基本的に実勢単価と実際の購入単価の安い方で算出します。
　（購入額や購入時期を証明する書類(納品書や請求書など)の
　提出が必要です）
　※購入単価の方が高くても妥当性が確認できればその単価を採用

○対象工事額（残工事額）算出のために、発注者が出来高数量
　の確認を行いますので、基準日における出来高数量の提出が
　必要です。

○単品スライドでは、資材価格の変動分のみがスライドの対象
　となります。（※ 間接費(共通仮設費、現場管理費、一般管理費)
　の変更は行いません。）

･基準日※3以降に施工する部分
･基準日以降に購入する工事 材料

･基準日時点で施工済みの部分
･基準日時点で現場搬入済みの工
 事材料

※3：基準日は受注者がスライド協議を請求した日を基本とします。

※ インフレスライド条項の運用(2023年12月15日 廿日市市HP更新掲載)参照変動額が対象工事費の1.0%を超
える特定の資材（鋼材類、燃料
油類等）

･部分払いを行った出来形部分※2

･部分引き渡しを行った部分

※2：出来形確認請求の際に、当該部分を単品スライドの適用対象とすることにつ
いて請求し、発注者から了承を得られた場合は対象とすることができます。

※ 単品スライド条項の運用(2022年8月31日 廿日市市HP更新掲載)参照

それぞれのスライド条項は併用も可能とされています。
以下にインフレスライドと単品スライドを併用した場合の運用
を示します。

■全体もしくはｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞと単品ｽﾗｲﾄﾞを併用する期間の取扱い
　①単品ｽﾗｲﾄﾞの変動前の単価は、全体･ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞの適用日の単価とする。
　②単品ｽﾗｲﾄﾞの受注者負担はなし。（ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞの受注者負担のみ発生）

■単品スライドは、変動額が対象工事費（ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞのｽﾗｲﾄﾞ額を含む）の
　1.0%以上変動している場合に適用可能。

○契約締結から12ヶ月が経過し、かつ労務費と工事材料の変動
　額が対象工事費の1.5%を超える場合に請求可能です。

○対象工事額（残工事額）算出のために、発注者が出来高数量
　の確認を行いますので、基準日における出来高数量の提出が
　必要です。

･基準日
※4

以降に施工する部分
･基準日以降に購入する工事材料

･基準日時点で施工済みの部分
･基準日時点で現場搬入済みの工
 事材料

※4：基準日は受注者がスライド協議を請求した日を基本とします。

※ インフレスライド条項の運用(2023年12月15日 廿日市市HP更新掲載)参照

全体･インフレスライド額

         （B1）69,000千円

　 残工事に対する　　

変動前後の差額（A）

　 主要材料の変動額（A）

（材料費のみを対象）

　 残工事に対する　　

変動前後の差額（A）

残工事量の変動額     受注者負担額

ｺﾝｸﾘｰﾄ類の変動額　 　受注者負担額

既済部分のため
単品スライドはR2.4.1

からの変動額を求める。

単品スライドはR4.4.1

からの変動額を求める。

（全体･ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ 基準日以降）

単品スライド額（ａ２）
（受益者負担額無し）

単品スライド額

（ａ１）

出来高(部分払い済)

既済部分のため

単品スライド対象外当初積算基準日

R2.4.1

当初積算基準日

R2.4.1

既済検査日

R3.10.1

工期末

R5.3.31

工期

価格

全体･ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ

基準日

受注者負担(単品)1.0%

受注者負担（全体1.5%  or  ｲﾝﾌﾚ1.0%）

①✕1.0%＝1,000千円

（B）70,000
千円

－1,000
千円

＝69,000
千円

（残工事の変動額）

① ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ適用期間の

     残工事額 100,000
千円

全体･ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ基準日

R4.4.1

（a）単品ｽﾗｲﾄﾞ適用

　期間のみの工事額

ｺﾝｸﾘｰﾄ類の変動額 20,000千円

169,000千円           

（a）✕1.0%

（A）－（a）✕1.0%

主要材料の変動額（Ａ）

（20,000,000円）

残工事に対する

変動前後の差額
（Ｂ）70,000

千円

（ｺﾝｸﾘｰﾄ類の変動額）（対象工事費の1.0%）

○

○

✕

1,690,000円  ＞  1,500,000円 → 適用不可
（対象工事費の1.0%）（燃料油類の変動額）

1,690,000円  ＜  20,000,000円 → 適用可

A

A

A

全体･ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ

基準日

R4.4.1


